
１　総括１　総括１　総括１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注） 1　職員手当には退職手当を含まない。

       2　職員数は、平成24年4月1日現在の人数である。

       3　給与費については再任用短時間勤務職員の給与費を含み、職員数には当該職員を含んでいない。

(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項

(給与減額の状況)

国の要請等を踏まえた減額措置の取組 実施期間

実施 平成25年7月1日～平成26年3月31日

日立市の給与・定員管理等について

24年度

1,987,473 6,709
24年度

人 千円

1,277

一人当たり

給与費 B/A

8,567,389

（参考）人件費率

千円千円

歳出額　

Ａ　

千円 千円

Ｂ／Ａ　

6,375

4,367,344 13,365,31563,975,671

千円

1,384,811

23年度の人件費率

　　　　　千円

5,195,105

一人当たり給与費

％

(参考)類似団体平均

20.9

％

19.3

千円

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当

人 千円

Ａ 　　計　　Ｂ給　 料

人件費

Ｂ　

住民基本台帳人口

（24年度末）

実質収支
区分

192,564

区分

職員手当

1

（その他）
なし

　（手当）

（給料月額）

減額措置の内容

　　8、7級(部長、次長等) ▲7％
　　6～3級(参事～主幹) ▲5.6％
　　2、1級(主事、主事補) ▲3.5％

　　※ラスパイレス指数
　　　　Ｈ25.4　105.8（参考値97.8）
　　　　H25.7　100.1

▲10％

一般職 特別職

　①　管理職手当　一律▲10%
　②　期末・勤勉手当　一律▲４％
　③　地域手当・時間外勤務手当・休
日勤務手当・夜間勤務手当・勤務１時
間当たりの給与額については、減額後
の給料月額により算出

期末・勤勉手当　▲４％
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(4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

    （注） 1  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

　　　　　　国の職員数(構成)を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一)適用

　　　　　　職員の俸給月額を１００として計算した指数。

　　　　　 2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均し

　　　　　　たものである。

　　　　　 3　「参考値」は、国家公務員の時限的な(2年間)給与改定・臨時特例法による給与減額措置が
　　　　　　　　無いとした場合の値である。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）

(H20.4.1)

98.7 

(H20.4.1)

98.8 (H20.4.1)

98.3 

(H25.4.1)

105.8 

(H25.4.1)

106.7 

(H25.4.1)

106.6 

(Ｈ25.4.1)

※参考値,

97.8 

(Ｈ25.4.1)

※参考値

98.6 

(Ｈ25.4.1)

※参考値

98.5 

(H25.7.1)

100.1 

(H25.7.1)

103.7 

(H25.7.1)

104.0 

90.0 

95.0 

100.0 

105.0 

110.0 

日立市 類似団体平均 全国市平均
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 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）

①一般行政職

②技能労務職

44.0歳

国

51.8歳

49.7歳

88人 

 -  

238,600 円

202,700 円

 -  

394,407 円 372,262 円

類似団体
（一般市類型Ⅳ－２）

(307,220 円) (376,257 円) 

(272,119 円) (309,534 円) 

347,486 円

用務員

 -  

325,400 円

調理士

 -  

平均給与月額

平均給与月額

 -  

 -  

383,643 円

1.63

2.18342,929 円

347,209 円

 -  71人 

380,292 円26人 

441,743 円

393,380 円

7人 

対応する民間

茨城県

（国比較ベース）

387,354 円 

416,891 円 371,909 円 

405,463 円 

平均給与月額

参　考

平均給料月額

Ａ／Ｂ
の類似職種

 -  

（B）

 -  

 -  

 -  

46.2歳

53.7歳

民　　　間

418,352 円 

平均年齢
平均給与月額

380,046 円 

日 立 市

茨 城 県

（A）

340,893 円

388,392 円

286,850 円

うち
用務員

355,781 円

 -  

 -   -  

49.6歳 323,786 円 370,927 円

区　　分 平均年齢

類似団体（一般市類型Ⅳ－２）

43.1歳 -

国 49.9歳 3,272人 

区    分
平均年齢 職員数

公　務　員

うち
学校給食員

日立市 51.1歳

55.0歳

 -   -  

338,052 円 

42.9歳

平均給料月額

434,272 円 

（国比較ベース）

373,785 円

44.1歳

334,507 円 

332,446 円 

338,827 円 

平均給与月額

398人 

 -  
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  のではない。

③教育職

④消防職

6,277,704 円

39.6歳

 -  

　 いては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

区    分

372,600 円 

平均年齢

茨 城 県 430,191 円 45.3歳

日立市

355,763 円 

平均給与月額

日 立 市

区　　分
年収ベース（試算値）の比較

（Ｃ） （Ｄ）

43.9歳

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員にお

 -  

Ｃ／Ｄ
公　務　員

うち
学校給食員

2.46

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも　

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。  (平成22～平成24の3ヶ年平均)

区　　分

うち
用務員

319,327 円 類似団体（一般市類型Ⅳ－２） 44.1歳

319,229 円 

384,200 円 

日 立 市

（国比較ベース）

平均給与月額

参　　考

民　　　間

415,908 円 

355,322 円 

6,906,216 円

3,249,500 円

2,809,400 円

平均給与月額

1.93

平均年齢

平均給料月額

 -  

323,787 円 

平均給料月額

3

(注) 1　「平均給料月額」とは、平成24年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

     2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務　　　　　 

　　　手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかに

　　　されているものである。　

　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外　　

　　　勤務手当等を除いたもの）で算出している。

3　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給料月額(国比較ベース)」の括弧書きは、給与

　改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値(減額前)である。

(2) 職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在）(2) 職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在）(2) 職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在）(2) 職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在）

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値(減額前)である。

 -  

39.6歳 372,600 円 日 立 市

茨 城 県  -   -   -  

310,780 円 類似団体（一般市類型Ⅳ－２）

教　育　職
172,200 円 

日　立　市

172,200 円 

 -  

135,600 円 

中学卒

大学卒

高校卒 144,500 円 

 -  

 -  

 -  

 -  

129,200 円 

140,100 円 133,418(140,100)円

国

 -  
技能労務職

一般行政職

茨　城　県

152,600 円 

137,200 円 

172,200 円 

192,800 円 

 -  

415,908 円 

大学卒

高校卒

38.6歳

消　防　職
大学卒 197,200 円 

高校卒 164,700 円 

144,500 円 

 -  

区　　　　　分

351,850 円 396,749 円 

148,800 円 

323,787 円 

高校卒

163,987(172,200)円
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(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）

３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成25年4月1日現在）(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成25年4月1日現在）(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成25年4月1日現在）(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成25年4月1日現在）

経験年数１０年 経験年数２０年

346,085 円 

318,508 円 

283,000 円 

 -  

-

 -  

355,200 円 

329,782 円 

 -  

 -  

286,975 円 

271,800 円 

397,625 円 

377,172 円 

313,200 円 

 -  

 -  

経験年数２５年

380,103 円 

354,600 円 

354,600 円 

 -  

-

 -  

404,800 円 

374,800 円 

1号給の
給料月額

経験年数３０年

289,200円

261,900円

260,610 円 

217,133 円 

 -  

 -  

 -  

427,200 円 

409,400 円 

最高号給の
給料月額

478,200円

456,200円

422,600円

400,600円

388,300円

区　　分

8級

237

14.1%

32.8%

一般行政職

6級

4級

58 8.0%

0.7%

参事、参事補、課長

大学卒

高校卒

大学卒

構成比標準的な職務内容

5部長

9

課長、担当監、副参事、課長補佐

課長補佐、企画員、係長、主査

102

高校卒

区　　　分

技能労務職

職員数

高校卒

7級

5級

大学卒

1.2%部長、次長、参事

中学卒

教　育　職

消　防　職

高校卒

413,000円

366,200円

320,600円

4

（注） 1　一般行政職とは、消防職、企業職、技能労務職及び教育職等を除いた職である。

       2　日立市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

       3　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

354,700円

7.0%51

222,900円

185,800円

135,600円

307,800円

企画員、係長、主幹3級

2級 主事

1級 243,700円11.3%

24.9%

82

180

主事、主事補

4



  

1級 11.3% 1級 10.2%
1級 4.4%

2級 7.0%
2級 6.0%

2級 7.4%

3級 24.9% 3級 27.4%
3級 31.7%

4級 32.8% 4級 30.8% 4級 28.9%

5級 14.1% 5級 16.5%
5級 17.5%

6級 8.0% 6級 7.3% 6級 8.4%

7級 1.2% 7級 1.2% 7級 0.9%
8級 0.7% 8級 0.6% 8級 0.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成25年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況(2) 昇給への勤務成績の反映状況(2) 昇給への勤務成績の反映状況(2) 昇給への勤務成績の反映状況

１　　勤務成績の評定の実施状況１　　勤務成績の評定の実施状況１　　勤務成績の評定の実施状況１　　勤務成績の評定の実施状況

　   　　地方公務員法第40条に基づき、毎年１回全職員に対して勤務成績の評定を実施。

２　　昇給への勤務成績の反映状況２　　昇給への勤務成績の反映状況２　　昇給への勤務成績の反映状況２　　昇給への勤務成績の反映状況

　　　勤務成績の評定結果に基づき、昇給区分を決定。

　　　昇給区分の割合は、概ね上位区分（5号給以上）15％、標準区分（3号給）85％になるように設定。

1級 11.3% 1級 10.2%
1級 4.4%

0%
平成25年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当(1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（2４年度支給割合） （24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

( ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

 職制上の段階、職務の級等による加算措置  職制上の段階、職務の級等による加算措置  職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算5～20%　 ・役職加算5～20%　・管理職加算15～25% ・役職加算5～20%　・管理職加算10～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況

１　勤務成績の評定方法１　勤務成績の評定方法１　勤務成績の評定方法１　勤務成績の評定方法

地方公務員法第40条に基づき、毎年2回全職員に対して勤務成績の評定を実施。

２　勤勉手当への勤務実績の反映状況２　勤勉手当への勤務実績の反映状況２　勤勉手当への勤務実績の反映状況２　勤勉手当への勤務実績の反映状況

    勤務成績の評定結果に基づき、評定区分（4区分）を決定。

　　評定区分別の割合が、概ね上位区分（74/100以上）40％、標準区分（64.5/100）60％になるように設定。

(2) 退職手当（平成25年4月1日現在）(2) 退職手当（平成25年4月1日現在）(2) 退職手当（平成25年4月1日現在）(2) 退職手当（平成25年4月1日現在）

（支給率） （支給率） 勧奨・定年

1.35

１人当たり平均支給額（24年度）

2.60

1,630

2.60

0.65

 - 

1.35

日立市（茨城県内各市町村共通）

0.65

１人当たり平均支給額（24年度）

1,554

0.65 1.45

日 立 市 茨 城 県 国

自己都合自己都合 勧奨・定年

国

1.451.45

1.35 2.60

6

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2%～20%加算) (2%～20%加算)

１人当たり平均支給額　　　　

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当（平成25年4月1日現在）(3) 地域手当（平成25年4月1日現在）(3) 地域手当（平成25年4月1日現在）(3) 地域手当（平成25年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

勧奨・定年

28.78823.03

347,927

55.8655.86

46.55

32.83 38.96

24,510千円

支給率

1,402 6

55.86

38.96

 -  

支給実績（24年度決算）

自己都合

32.83

自己都合 勧奨・定年

28.788

46.55

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

支給対象地域 支給対象職員数

246,058

国の制度（支給率）

55.86

23.03

55.86

6

55.86

日立市

6



 (4) 特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）(4) 特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）(4) 特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）(4) 特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

千円

　円

　％

①出張して市規則で定める調
査・整理事務に従事したとき
②出張して市税の滞納整理
事務に従事したとき
③出張して市税滞納による財
産差押事務に従事したとき
④出張して差押物件の引上
げ事務に従事したとき
市規則で定める救護、防疫、
防除の作業に従事したとき

行旅死亡人又は変死人の処
理作業に従事したとき

①ごみ収集作業、便槽調査
作業又は浄化槽放流水採取
作業に従事したとき
②犬、猫等の死体処理作業
に従事したとき

動物の治療、給餌及び収容

支給実績
（H24年度決算）

586 千円

0 千円

20 千円

79 千円

主な支給対象業務主な支給対象職員

市税等の調
査・整理事務
に従事する職
員

保健衛生事務
に従事する職
員

社会福祉事務
に従事する職
員

不快な業務に
従事する職員

動物の飼育治

左記職員に対する支給単価

49,393

22,573

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

支給実績（24年度決算）

①1日について150円
②1日について300円
③1回について300円
④1回について500円

1日について150円

1回について2,000円

①1日について150円
②1回について300円

1日について150円

1　市税等調査整理手当

2　防疫作業手当

32.3職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度）

手当の名称

手当の種類（手当数）

5　動物飼育治療手当

4　汚物作業手当

15種類

3　行旅死亡人取扱手当

7

動物の治療、給餌及び収容
施設の清掃等の業務に従事
したとき。

地上10m以上の高所で市規
則で定める作業に従事したと
き

乳剤舗装作業に従事したとき

①消防職員(救急救命処置の
業務に従事した救急救命士
を除く)が救急業務に従事した
とき②救急救命士が救急救命
処置の業務に従事したとき

消防職員が水火災等の災害
に出場したとき

特別救助隊に所属する消防
職員

消防機関勤務員

552 千円

20 千円

154 千円

6,653 千円

1,580 千円

1,225 千円
特別救助隊に
所属する消防
職員

消防機関勤務
員

1当務について
1級　300円
2級　250円
3級　200円(ただし、日
勤者は2日で1当務と
する。)

7　道路舗装手当

6　高所作業手当

動物の飼育治
療に従事する
職員

高所での業務
に従事する職
員

3,160 千円

1日について150円

1日について150円

1日について150円

①1回について150円
②1回について510円

1回について200円

1当務について150円10　特別救助隊員手当

11　消防機関勤務員手当

道路舗装業務
に従事する職
員

救急業務に従
事する職員

消防業務に従
事する職員

8　救急業務手当

5　動物飼育治療手当

9　水火災等出場手当

7



(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（平成25年4月1日現在）(6) その他の手当（平成25年4月1日現在）(6) その他の手当（平成25年4月1日現在）(6) その他の手当（平成25年4月1日現在）

１日について150円

1日について
250円以上350円以内
の範囲で市長が定め
る額

主な支給対象業務

用地交渉、建物等の移転交
渉業務に従事し、市長が特に
認めたとき

建築指導課の職員が出張し
て建築基準法(昭和25年法律
第201号)に基づく違反建築物
の取締り又は指導業務に従
事したとき
保育園、母子生活支援施設
又は児童館の職員(市長が指
定する職員を除く)

支給実績
（H24年度決算）

交渉業務に従
事する職員

１日について150円

14　保育手当

343

支給実績（24年度決算）

建築指導業務
に従事する職
員

保育業務に従
事する職員

上記以外の危
険、不快、不健
康又は困難な
業務に従事す
る職員

前各号のほか、著しく危険、
不快、不健康又は困難な業
務に従事し、市長が特殊勤務
手当を支給することを特に必
要と認めたとき

1日について
500円以内の範囲で市
長が定める額

3 千円

26 千円

7,835 千円

0 千円

15　特殊業務手当

左記職員に対する支
給単価

12　用地交渉手当

13　建築指導手当

主な支給対象職員手当の名称

302職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

493,058支給実績（23年度決算）

427,000

8

円

円

との異同

支給職員１人当たり支給実績

住居手当

職員の居住する借家・借間
【支給要件】
　自ら居住するための住宅を借り受
け、現に当該住宅に居住し、月額
12,000円を超える家賃を払っている職
員
【支給額】
　家賃23,000円以下
　　→家賃額－12,000円
　家賃23,000円を超え55,000円未満
　　→(家賃額－23,000円)×1/2
　　　＋11,000円
　家賃55,000円以上
　　→27,000円

156,991-

71,136-

平均支給年額異なる内容 （24年度決算）

千円同じ 277,873

235,723千円

（24年度決算）

同じ扶養手当

国の制度

配偶者13,000円
配偶者以外6,500円
(配偶者のいない場合、扶養親族のう
ち1人は11,000円)
特定期間の加算5,000円

手　当　名 内容及び支給単価

国の制度と

8



円

異なる内容

- 84,585通勤手当 千円

国の制度と
手　当　名

101,164

国の制度

平均支給年額

支給実績

同じ

との異同

支給職員１人当たり

（24年度決算）
内容及び支給単価

１．交通機関等利用者
【支給要件】
通勤のために交通機関等の利用を常
例とすること、運賃等の負担を常例と
すること、徒歩により通勤するものとし
た場合の通勤距離が片道２ｋｍ以上で
あること
【支給額】
運賃等相当額が55,000円以下につい
ては運賃等相当額

２．自動車等の使用者
【支給要件】
通勤のために自動車等の使用を常例
とすること、徒歩により通勤するものとし
た場合の通勤距離が片道２ｋｍ以上で
あること
【支給額】

片道の使用距離 支給額
  5km未満 2,000 円
  5km以上10km未満 4,100 円
 10km以上15km未満 6,500 円
 15km以上20km未満 8,900 円
 20km以上25km未満 11,300 円
 25km以上30km未満 13,700 円
 30km以上35km未満 16,100 円
 35km以上40km未満 18,500 円
 40km以上45km未満 20,900 円
 45km以上50km未満 21,800 円
 50km以上55km未満 22,700 円
 55km以上60km未満 23,600 円
 60km以上    24,500 円

9

円

円

円

異なる 支給単価

91,664千円

185,066 616,886

1,732 千円 7,217

千円

宿日直手当

25,941

管理職手当

管理職員特別
勤務手当

片道の使用距離 支給額
  5km未満 2,000 円
  5km以上10km未満 4,100 円
 10km以上15km未満 6,500 円
 15km以上20km未満 8,900 円
 20km以上25km未満 11,300 円
 25km以上30km未満 13,700 円
 30km以上35km未満 16,100 円
 35km以上40km未満 18,500 円
 40km以上45km未満 20,900 円
 45km以上50km未満 21,800 円
 50km以上55km未満 22,700 円
 55km以上60km未満 23,600 円
 60km以上    24,500 円

勤務の種類 支給額
週休日 7,000 円
休日 8,000 円

年末年始 9,000 円

職務の級 職員の職 支給額

８級 部長等 90,500 円

部長等 84,900 円

次長 75,900 円

参事等 71,500 円

参事等 67,500 円

参事補 63,300 円

課長等 59,100 円

課長等 56,500 円

副参事等 48,400 円

課長補佐等 44,400 円

課長補佐等 42,000 円

係長職の施設の長 30,500 円
４級

７級

６級

５級

職名 支給額

部長等 12,000 円

次長・参事等
参事補

10,000 円

課長等 8,000 円

副参事等
課長補佐等

6,000 円

係長職の施設の長 6,000 円

9



５　特別職の報酬等の状況（平成25年4月1日現在）５　特別職の報酬等の状況（平成25年4月1日現在）５　特別職の報酬等の状況（平成25年4月1日現在）５　特別職の報酬等の状況（平成25年4月1日現在）

／

／

／

／

／

月分 （職務加算20%）

月分 （職務加算20%）

　　（算定方式）

（注） 1　給料の（　）内は、特例条例による減額措置を行う前の金額である。                   

　　　 2　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝

　　　　48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

　　　  　なお、支給率（市長…5.5、副市長…3.1）は茨城県内各市町村共通である。

６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

820,800 円 

714,000 円 

市 長

期
末
手
当

報
酬

2.95

550,000 円 

　　（24年度支給割合）

510,000 円 

2.95

副 市 長

21,073,800 円 

615,000 円 

　　（24年度支給割合）

820,800 円 700,000 円 

　　　　　　　　　　区分

退
職
手
当

副 市 長

(  855,000 円)

957,900 円 

職 員 数

　   957,900円 × 在職年 × 5.5

615,000 円 

（支給時期）

（任期毎）

（１期の手当額）

（参考）類似団体における最高／最低額

給 料 月 額 等

498,000 円 

587,000 円 

510,000 円 

550,000 円 537,000 円 

（任期毎）　   820,800円 × 在職年 × 3.1

主 な 増 減 理 由

10,177,920 円 

対前年

議 員

副 議 長

議 長

議 員

副 市 長

議 長

市 長

副 議 長

957,900 円 市 長

区　　　分

給
料

(  1,030,000 円)

10

欠員不補充（△2人）、業務増（1人）

事業の統廃合縮小等（△1）、欠員不補充(△3)

事業の統廃合縮小等（△1）、業務増（2）

欠員不補充(△1)、業務増（2）

人

人）

人

人）

人

（注） 1　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　 2　[     ]内は、条例定数の合計である。

40.97人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

42（類似団体の人口１万人当たり職員数

28人

24人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

＜参考＞

欠員不補充(△1)

＜参考＞

 -

事業の統廃合縮小等（△5）、業務増（4）

△1人

1人139人 138人

67人

789人

296人

1人

△1人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

事業の統廃合縮小（△1）、業務増（3）

74.11

270人

税　務

普
通
会
計
部
門

 -

欠員不補充等(△17)、業務増等(6)△11人

△5人

68人

191人

小　計

水　道
（類似団体の人口1万人当たり職員数

欠員不補充(△3)、業務増（１）

△16人 65.54

65.74

消防部門

　　　　　　　　　　区分
部門

60人62人

10人

総　務  -

 -

62人 △1人

270人

事業の統廃合縮小等（△5）、業務増（4）

＜参考＞

177人

61人

28人 △4人

27人

165人

40人

63人

296人

1,262人

1,427人

[ 1,999人 ]

△1人

△2人

794人

衛　生

計

労　働

農　水

商　工

土　木

190人

166人

1,444人

42人

64人

△17人

その他

△1人

[ 1,999人 ]

1,278人

合　　計

小　計

会
計
部
門

公
営
企
業
等

下水道

2人

教育部門

一
般
行
政
部
門

議　会

民　生

職 員 数

平成25年
主 な 増 減 理 由

平成24年

10人

対前年
増減数

188人

 - -  -
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成25年4月1日現在）(2) 年齢別職員構成の状況（平成25年4月1日現在）(2) 年齢別職員構成の状況（平成25年4月1日現在）(2) 年齢別職員構成の状況（平成25年4月1日現在）

(3) 職員数の推移(3) 職員数の推移(3) 職員数の推移(3) 職員数の推移

（各年4月1日現在）

未満 51歳

人 人

計

人

以上

～

人

59歳55歳

人

～～

1,427229144 172 0

23年

52歳48歳

31歳

44歳

127 83

23歳

～区　分

職員数
177

人

47歳

人

135

人

27歳

7

人 人人

129

人

42

人

～

20歳

～

28歳

～

24歳 32歳

～

20歳

　　　　　　　　　　区分

部門

182

39歳 43歳

60歳40歳

35歳

～

36歳

～

56歳

2４年20年 2１年 22年 25年
過去5年間の
増減数(率)

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%

11

（注） 　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

                                             

165人166人

△119人

808人

192人

295人

1,295人

167人

1,546人 1,444人

298人

205人

1,494人

1,322人

172人

1,514人

183人

1,278人

1,427人1,462人

公営企業会計計

296人

794人

297人

188人223人

消　防

一般会計計 1,363人

一般行政

部門

(△7.7%)

220人

297人

1,340人

174人

819人843人

(△7.4%)

(△20.6%)

(△0.3%)

増減数(率)

(△6.4%)

総合計

△46人

△1人

△101人

△18人

296人

1,262人

177人教　育

823人

(△9.8%)

789人 △54人

11



７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況７　公営企業職員の状況

(1)　水道事業(1)　水道事業(1)　水道事業(1)　水道事業

① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況

 ア　決算

　　　　　　　

（注） 1　職員手当には退職手当を含まない。

       2　職員数は、平成25年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）

日立市企業局 45.3歳 376,635 円  583,498 円  

6,749 6,259

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

562,009 16.6 17.6

区分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり (参考)　市町村平均

Ａ 給　 料

千円 千円 千円

76

職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

307,295 84,508 121,157 512,960

一人当たり給与費

24年度
人 千円 千円 　　　　　千円

総費用に占める （参考）

職員給与費比率 23年度の総費用に占区分
総費用 　純損益又は

実質収支

職員給与費

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ める職員給与費比率

24年度
千円 千円 千円 ％ ％

3,383,332 107,970

12

（注）  1　団体平均とは、全国市町村（政令指定都市を除く。）における平均である。  

        2　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 -

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

1,594 1,477

（24年度支給割合） （24年度支給割合）

(  1.45  ) (  0.65  ) - -

2.60 1.35 - -

・役職加算5～20%　

日立市企業局 45.3歳 376,635 円  583,498 円  

日 立 市 企 業 局 団 体 平 均

１人当たり平均支給額（24年度） １人当たり平均支給額（24年度）

団体平均 45.2歳 353,532 円  520,694 円  
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イ　退職手当（平成25年4月1日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置

(2%～20%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成25年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

千円

　円

　％

主な支給対象業務手当の名称

職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度） 67.1

主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価
支給実績

24,510千円 14,890千円

支給実績（24年度決算） 19,925

55.86 55.86 - -

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 212,676

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給実績（24年度決算） 8,401

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 184,215

日立市 6 78

手当の種類（手当数） 7

6

23.03 28.788 - -

日立市（茨城県内各市町村共通） 団 体 平 均

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

46.55 55.86 - -

32.83 38.96 - -
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主な支給対象業務

滞納整理事務に従事したとき

水道料金等の滞納のため、停
水処分の事務に従事したとき

次亜塩素酸ナトリウムを取り扱
う業務又は特殊薬品を使用し
て水質検査に従事したとき

日立市企業職員待機勤務規
程(昭和54年水道局規程第8
号)の規定に基づく事故処理
のため待機勤務に従事する
職員

手当の名称

2　停水処分手当

1　滞納整理手当

4　事故処理待機手当

3　危険物取扱手当

主な支給対象職員

滞納整理事務
に従事する職
員停水処分事務
に従事する職
員

水質検査に従
事する職員

待機勤務に従
事する職員

左記職員に対する支給単価

1日について150円

1日について500円

1回について200円

(1)夜間待機1回につい
て
ア　イからエまでに掲げ
る日以外の日8,000円
イ　週休日10,000円
ウ　休日10,000円
エ　年末年始12,000円
(2)休日待機1回につい
て
ア　週休日6,000円
イ　休日9,000円
ウ　年末年始11,000円

支給実績
（H24年度決算）

42 千円

127 千円

251 千円

7,928 千円

13



オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成25年4月1日現在）

円

円

円

円

左記職員に対する支給
単価

1回について500円

1日について500円以
内の範囲で管理者が
定める額

通勤手当

住居手当

227,977

628,118管理職手当 市規則に準じて支給

上記以外の危
険、不快、不健
康又は困難な
業務に従事す
る職員

主な支給対象業務

配水池の清掃に従事したとき

前各号のほかに、著しく危
険、不快、不健康又は困難な
業務に従事し、管理者が特殊
勤務手当を支給することを特
に認めたとき

市規則に準じて支給 同じ -

11,627 千円

108,398

13,191 千円

千円

302

支給実績（24年度決算） 19,285

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 254

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

内容及び支給単価

7,371

4,279 千円

職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

手　当　名

5　汚泥清掃手当

手当の名称

6特殊業務手当

22,649

主な支給対象職員

汚泥清掃業務
に従事する職
員

- 285,251

扶養手当 市規則に準じて支給 同じ -

支給実績
（24年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（24年度決算）

市規則に準じて支給 同じ

支給実績（23年度決算）

支給実績
（H24年度決算

27 千円

25 千円

14

円

円
管理職員特別

勤務手当
市規則に準じて支給

宿日直手当 千円 0

403 千円 23,706

異なる 支給単価 0

勤務の種類 支給額
週休日 9,000 円
休日 11,000 円

年末年始 13,000 円
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(2)　下水道事業(2)　下水道事業(2)　下水道事業(2)　下水道事業

① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況

 ア　決算

　　　　　　　

（注） 1　職員手当には退職手当を含まない。

       2　職員数は、平成25年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）

総費用に占める （参考）

職員給与費比率 23年度の総費用に占

Ｂ／Ａ める職員給与費比率

区分
総費用 　純損益又は

実質収支

職員給与費

Ａ  Ｂ　

　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

24年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

8.4

区分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり (参考)　市町村平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

24年度
千円 千円 千円 ％ ％

3,025,973 0 248,968 8.2

団体平均 44.0歳 349,691 円  516,750 円  

50,092 207,762

日立市企業局 46.9歳 391,833 円  608,849 円  

千円

30 6,925 6,209

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

127,222 30,448
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（注）  1　団体平均とは、全国市町村（政令指定都市を除く。）における平均である。  

        2　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

団体平均 44.0歳 349,691 円  516,750 円  

日 立 市 企 業 局 団 体 平 均

(  1.45  ) (  0.65  ) - -

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60 1.35 - -

１人当たり平均支給額（24年度） １人当たり平均支給額（24年度）

1,670 1,452

（24年度支給割合） （24年度支給割合）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 -

・役職加算5～20%　
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イ　退職手当（平成24年4月1日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置

(2%～20%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成25年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

千円

　円

　％

23.03 28.788 - -

32.83 38.96 - -

日立市（茨城県内各市町村共通） 団 体 平 均

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

日立市 6 28 6

24,510千円 11,814千円

支給実績（24年度決算） 8,327

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 277,574

46.55 55.86 - -

55.86 55.86 - -

手当の名称

手当の種類（手当数） 7

支給実績（24年度決算） 1,060

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 88,350

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度） 40.0

主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（H24年度決算）
左記職員に対する支給単価
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1日について500円

4 特殊業務手当 上記以外の危
険、不快、不健
康又は困難な
業務に従事す
る職員

前各号のほかに、著しく危
険、不快、不健康又は困難な
業務に従事し、管理者が特殊
勤務手当を支給することを特
に認めたとき

0 千円

1日について500円以
内の範囲で管理者が
定める額

手当の名称

1　滞納整理手当
滞納整理事務
に従事する職
員

滞納整理事務に従事したとき

2 千円

1日について150円

3 汚物作業手当

2　危険物取扱手当
水質検査に従
事する職員

次亜塩素酸ナトリウムを取り扱
う業務又は特殊薬品を使用し
て水質検査に従事したとき

33 千円

1回について200円

主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（H24年度決算）
左記職員に対する支給単価

不快な業務に
従事する職員

(1)　池の川処理場のスクリー
ン池、曝気沈殿池、エアレー
ションタンク、最終沈殿池、塩
素混和池、汚泥濃縮槽、薬注
混和槽、コンポストプラント及
びポンプ場内に入り点検、修
理作業に従事したとき
(2)　除害施設の立入業務に
従事したとき

1,028 千円
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成25年4月1日現在）

円

円

円

円

円

市規則に準じて支給 同じ - 5,034 千円

支給実績
（24年度決算）

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

（24年度決算）

支給実績（24年度決算） 5,485

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 182

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績（23年度決算） 5,675

職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 177

239,715

111 千円 12,334
管理職員特別

勤務手当
市規則に準じて支給

110,619

管理職手当 市規則に準じて支給 6,533 千円 593,891

通勤手当 市規則に準じて支給 同じ - 2,987 千円

住居手当 市規則に準じて支給 同じ - 912 千円 304,000

扶養手当
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